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Summary 

This paper aims to determine via responses 

to three questionnaire surveys how 

sexuality education programs are conducted 

at junior high schools in Japan. Study 1 

examined the practice of sexuality 

education in schools, Study 2 investigated 

junior high school students’ (age 12‒13 

and 14‒15 years) knowledge of sexuality, 

and Study 3 examined parents’/guardians’ 

views on sexuality education. For Study 1, 

703 principals of 5158 junior high schools 

returned an original questionnaire (13.6% 

recovery rate), and for Studies 2 and 3, 

9492 students and 5374 parents returned 

questionnaires (86.2% and 60.3% recovery 

rate, respectively). In Study 1, an average 

of 9.19 hours of instruction was allocated 

to sexuality education over three grades. 

In Study 2, the average correct response 

rate was as low as 34.5% for boys and 39.4% 

for girls, with many answering ‘I don’t 

know.’ Approximately one-half of the boys 

indicated there was nothing in particular 

they wanted to know about sex and no-one 

they wanted to consult. In Study 3, parents 

viewed school as a more appropriate setting 

than home for teaching physiological 

aspects of sexuality and providing 

accurate information. From the results of 

the three studies, we discuss the current 

situation and future challenges for 

sexuality education in Japan. 

抄録 

 本稿は、日本の中学校で行われている性教

育の実態を、学校の取り組みと中学生（12-13

歳～14-15 歳)の性知識、保護者の意識の 3 つ

の調査で明らかにする事を目的にした。学校

調査は、独自の質問紙を全国の国公私立中学

校の約半数の 5,158 校の学校長宛に送付し、

郵送法にて回収された 703 校（回収率 13.6%）

を対象とした。生徒と保護者の調査は、学校

調査時に調査協力依頼を行い、同意の得られ

た 55 校の生徒と 44 校の保護者に教師を通し

て質問紙を配布し、記入後、郵送法にて回収

した（回収数は生徒 9,492、保護者 5,374、回

収率は 86.2%、60.3%）。81.2%の学校が保健体

育の教科で性教育を行っていて、性教育の 3

学年合計の平均時間は 9.19 時間である。生徒

の性知識調査では、平均正答率が男子 34.5%、

女子 39.4%と低く、“わからない”と回答する

ものが多い。男子全体の半数前後が、性につ

いて知りたいことは特になく、誰にも相談し

たくない。また、保護者は生理学的な性知識

や正確な性情報は学校で教える方が適してい

ると考えていることが推察された。これら 3

つの調査の結果から、日本の性教育の現状と

今後の課題が考察される。 

 

Ⅰ. Introduction 

 日本では、10 代の青少年の性交経験者はこ

こ 10 数年間に増加し、2005 年段階で、高校

生（15-16 歳～17-18 歳）の男子 26.6%、女子

30.0％が、中学生(12-13 歳～14-15 歳)の男子

3.6%、女子 4.2%が性交経験者である。そして、

大学生になるとこれが、男女とも 60%を超え
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る（日本性教育協会 2007）。ちなみに、2005

年の日本の 15 歳児の性交経験者は男子 7.2% 

女子 9.4%、ヨーロッパ各国の 15 歳児の平均

は 男子 30%、女子 24%である（Currie et al. 

2008）。この性交経験者の増加に伴って、90

年代末から、10 代の性感染症や人工妊娠中絶

も増大した。その後、10 代の人口妊娠中絶率

は、2004 年の 10.6% から 2008 年の 7.6%へと

減少傾向にあるものの(厚生労働省 2008)避

妊法を正確に知っている 18 歳の割合は増加

していない（「健やか親子２１」推進検討会 

2006）。HIV 感染者も依然として増加傾向にあ

り、2008 年段階では、感染者全体に占める 20

代の割合は、35.4%で、実数 3745 人、30 代は

34.9%の 3679 人である。10 代は 210 人で、全

体の 2%を占めるだけであるが（エイズ動向委

員会 2009）、増加傾向は同じである。 

 これらのデータは若者の性的健康を守るた

めの性教育の重要性を示唆している。また、

14,15 歳児対象の性教育の介入研究によれば、

多面的な教育プログラムによる性教育は、性

的健康の知識、バース・コントロールの重要

性の認識、平等的な性役割態度への変化等の

点で積極的な効果が認められたと報告してお

り（Smylie et al. 2008）、性教育の重要性と

有効性を裏付けている。 

 しかし、日本では、2002 年以降、学校の性

教育に対する保守派の「性教育バッシング」

が起こり、性教育の内容に対する厳しい抑圧

と規制が強まった。ちなみに、性教育バッシ

ング派は、性器の名称を小学校低学年で、性

交、避妊法などを小中学校で教えることなど

も「過激性教育」として攻撃している（浅井

春夫等 2003,木村涼子等 2005）。この結果、

学校における性教育実践は萎縮し、後退した。

一方、内閣府の調査によれば、家庭でも、性

教育を行っているのは、回答者全体の 23%に

過ぎない（内閣府 2007）。このように、学校

でも、家庭でも、子どもたちへの十分な性教

育が行われているとは言い難い現状がある。 

 日本では、小学校 6 年間（6-7 歳～11-12

歳）と中学校 3 年間が義務教育であるが、性

教育は、教育課程上、一教科として、あるい

は、教科の一分野として設定されているわけ

ではない。それは、たとえば、理科、保健・

体育、家庭科、社会科、道徳、総合学習、学

級活動などで取り組まれる“生命誕生と体に

関する事項”全体で、性に関する指導も行わ

れるというような位置づけがなされ、詳細は

各学校に委ねられてきた。従って、学校によ

ってその取り上げ方には違いがある。 

 日本では第二次大戦後、性教育の目的や内

容、定義は幾度か変化した。アメリカ性情報・

教育協議会 SIECUS(Sex Information and 

Education Council of the United States )

の 創 始 者 で あ る Calderone,M.S. と

Kirkendall,L.A.らによって「人間の性」の教

育が提唱された。70 年代には、これが、日本

にも紹介、導入され、性教育に関わる人々の

間に普及していった。「人間の性」の教育は、

単に生理学的・解剖学的な教育のみでなく、

人間関係における心理学的・社会学的な面や、

その背景となる成育環境など、人格的な側面

を含む幅広い概念を持った教育である（間宮

武 1995）。本稿でも、その観点から Sexuality 

Education を用いる。 

 90 年代には、文部省も HIV/AIDS 対策との

絡みで、92 年から小学校５年生の理科の教科

書で、人の生殖に関しても取り上げ、性教育

実践の手引き書を出すなど（文部省 1999）、

性教育実践に積極的であった。しかし、内容

に関して言えば、今でも、文部科学省の学習

指導要領では、中学校でも性交や避妊につい

ては取りあげておらず、コンドームは性感染

症予防としてのみ取り上げられている。保守

派の「過激な性教育」が行われているという

指摘を受けて、文科省は、2005 年に始めて、

小・中学校における性教育の全国実態調査（文

科省 2005）を行ったが、それは、主に副読本

や教材を含む性教育の管理や組織面に焦点を

あてたものであった。しかし、保守派によっ

てバッシングされたような内容の教材、教具
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を摘発し、使用を制限するという対応では、

上述したような子どもたちの性的健康をめぐ

る問題を解決し、彼らが自らの性的安全・性

的健康を守ることのできる性教育を作り上げ

ることは困難である。 

 このような性教育をめぐる環境のもとで、

私たちの研究グループは、まず、学校で実際

に行われている性教育の実態を、生徒の性知

識や教員、保護者の性教育に関する意見も含

めて調査することにした。これは、バッシン

グ派の主張の信憑性を問うことにも繋がる。

こうして、私たちは、「学校での性教育の実態

及び、生徒の知識、保護者の意見の把握と課

題の明確化」を目的に、中学校を対象として、

全国規模の調査を実施した。このような全国

調査は、NGO としては、はじめての事である。 

 

Ⅱ．Methods 

１．調査対象の設定と調査方法 

 上記の目的を達成するために、調査対象を

全国の中学校（教員）と生徒、保護者とし、

それぞれ、自記式質問紙調査を行った。ここ

では、対象別に、Study１．Study２．Study

３として述べる。 

Study1 は、全国の国公私立中学校 10,992 校

中、生徒数 330 名以上の規模を持つ全国の中

学校 5,158 校の学校長宛に自記式質問紙を

送付し、学校名は無記名で回答してもらい、

封入・密封したものを郵送法にて回収した。

調査期間は 2007 年 2 月～3 月であった。調査

枠組みは、回答者の属性（役職、担当教科等）、

学校種、学校で行われている性教育について

である。 

 Study2「中学生の性知識に関する調査」は、

Study１の質問紙送付時に調査依頼書を同封

し、受諾の返信のあった学校の生徒を対象と

した。学年は「保健体育」の中では１年生で

2 次性徴、3 年生で性感染症について学習する

ことが多いことから 2～3 年次（13～15 歳）

とした。調査方法は、学校配布、後日回収に

よる無記名自記式質問紙法である。性に関す

る知識問題は「正しい・正しくない・わから

ない」の３件法によって回答を得た。学級担

任を通して生徒に質問紙を配布、回答後、封

入、密封し、担任に提出。郵送法により一括

回収した。調査期間は 2007 年 2～7 月であっ

た。調査内容は「性に関する知識問題クイズ

26 項目（2 次性徴および関連知識、社会にお

けるジェンダー・セクシュアリティに関する

問題、性感染症に関する知識）」「性に関する

学習歴や情報源、相談相手について７項目」

「学校生活や家庭生活について３項目」であ

る。 

 Study3「子どもの性教育に関する中学生の

保護者の意識調査」は、Study2 と同じ手順で

進め、受諾の返信のあった学校の保護者を対

象とした。調査方法は、自記式質問紙を学校

宛に送付し、学級担任が子どもを通して保護

者に配布し、家庭で記入、封入,密封したもの

を子どもが担任に提出。郵送法により一括回

収した。調査期間は Study2 と同じである。主

な調査内容は、「保護者の子どもの性について

の関心度」「家庭と学校において性教育として

実施すべき内容」「学校で行われる性教育への

関心と参加の程度」であった。 

 

２．統計解析 

 統計処理は SPSS Ver.15 を使用した（有意

水準は 5%）。データはカイ二乗検定と t 検定

を用いて分析された。 

 

３．倫理的配慮  

 調査は無記名で行い、事前に学校の承諾を

得、保護者には書面で研究の趣旨を説明し、

回答を持って同意とみなした。調査前の 2008

年 1 月、研究代表者の所属する大学における

医学倫理委員会の承認を得た。 

（香川栄養学園実験研究に関する医学倫理委

員会 承認番号 243） 

 

Ⅲ．結果 

 Study1 の質問紙の回収数は 703、回収率は



6 
 

13.6%で、有効回答数は 703 であった。学校種

別を見ると国立 1.2%、公立 94.5%、私立 4.3%

であった。性教育バッシングの最中の調査で、

回収率は低いが、全国 47 都道府県の全てから

回答が寄せられた。Study2 で同意の得られた

学校は 55 校で、質問紙の配布数は 11,237、

回収数は 9,695、回収率は 86.2%、有効回答数

9,492人であった（２年生64.1%、３年生35.5%、

不明 0.4%）。 全国の都道府県の約 57％にあた

る 27 県から回答はあった。Study3 で同意の

得られた学校は 44 校で、質問紙の配布数は

9,097、回収数 5,488 で回収率 60.3%、有効

回答数 5,374 人であった。全国の都道府県の

約半数にあたる 24 県から回答はあった。 

 

１．Study1 の結果 

 性教育に関わる年間計画の作成状況を見る

と、作成している学校は 42.7%で、性教育を

一部含むものは作成しているが 28%、作成し

ていない学校は 28.6％となっており、性教育

を部分的に含んでいるものも含めると性教育

に関する計画を持っている学校が 70%を超え

ている。しかし、表１のように、2006 年度の

各学年に確保されている時間数を見ると、3

学年合計の平均時間は、9.19 時間で、１年間

に 3 時間強しか確保されていない。また、年

間計画を作成している学校は、少ないながら

も、作成していない学校より平均３時間近く

多く、統計的な有意差（p<0.001）が見られる。

さらに、年間計画の作成経過を見ると、養護

教諭が中心になって作成が 43.1%、学校保健

部会で作成が 21.9%、保健体育の教員が中心

になって作成が 19.7%で、養護教諭の占める

割合は大きい。 

 次に、性教育が取り扱われている教科とし

て、最も多いのは保健体育の 81.2%で、次が

学級活動(52.8%)や道徳(33.6%)の時間である。

年間計画を作成していない場合には、性教育

は 91.5％が保健体育で取り扱われているが、

計画ありの場合には、73.5%と減少し、逆に、

学級活動が 69.1%と増大する。また、表２の

ように、性教育の担当者として最も多いのも、

保健体育の教師の 81.2%で、次が担任教諭の

58.5%、医師、助産師などの外部講師、養護教

諭の順となる。理科の教師はたったの 10.5％

を占めるだけである。しかし、年間計画を作

成している場合には、担任が 78.5%と最も多

く、次が保健体育の教師の 74.5%となり、外

部講師、養護教諭の比重も増し、理科教師も

含め、計画作成無し群との間に有意差が見ら

れる。 

 さらに、表 3 のように、性教育に含まれて

いる内容を見ると年間計画の有無にかかわら

ず、「思春期の身体の変化」「妊娠・生命の誕

生」「性感染症」は、80％以上を占めているが、

「自慰」「避妊法」「性に関する相談先」は 40％

以下、「さまざまな性」は 10%以下である。年

間計画有無別では、「性行動と自己決定権」「自

分と相手を大事にする交際」「氾濫する性情報

への対処」「男女の平等と性役割観」「いのち

の尊さ」の項目で有意差（p<0.001）が見られ、

年間計画を作成している学校の方が、高い割

合を示している。また、性器の名称、自慰、

避妊法といった、性教育バッシングの対象と

なった項目も含めて取り上げられていること

が確認された。 

 Study1 調査の最後に、学校における性教育

の推進要因と阻害要因を尋ねたところ、表４

のように、推進要因として、「学校内での性教

育実施にむけた共通理解」が最も高く、次に

「子どもの実態や要求」さらに「学校外での

研修、研究会への参加」があげられた。年間

計画の有無別では、共通理解と学内研修に関

しては、年間計画を作成している学校の数値

が高く、有意差（p<0.001）が見られる。阻害

要因としては、「時間の確保の難しさ」「教材 
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や情報が少ない」「研修機会の少なさ」「性教

育に対する批判や非難が心配」があげられて

いたが、年間計画の有無別による有意差はど

の項目にも見られない。ちなみに、性教育の

研修に参加者を送った 472 校のうち、圧倒的

多くの 84.3%が参加者の一人として、養護教

諭をあげていた。ついで保健体育科担当教諭

が 43.6%, 担任が 9.3%と極端に少ないことも

判明した。 

 

２．Study2 の結果 

 全 26 項目の平均正答数は男子 8.97±6.63
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問（34.5%）、女子 10.25±6.01 問(39.4%)と男

女とも低いが両者を比べると、女子の正答率

が高く、有意差（p<0.001）が見られる。男女

とも、誤答より、“わからない”と回答する者

が多い。項目別にみると、表５のように、男

女共に「男性生殖器」「女性生殖器」など自己 
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の性に関する身体の構造や形態については正

答率が 50%をこえたが、これらの問いについ

ても「わからない」とする者が 30～40％いた。

男子は、「射精」「自慰」など男性の性機能・ 

性行動に関する項目でも、正答率が 20～30%

台であり、女子も、「月経周期」や「排卵日」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

などを正しく理解しているのは、わずか 20～

30％台と低かった。また、男女共に「精子や

卵子の生成」や「受精」の行われる器官とい

う生殖についての正答率も同様に 20～30%台

と低かった。これに対して、「セクシュアルハ

ラスメント」「同性愛」のようなメディアで宣 
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伝、啓発活動がなされているものは正答率が

40～50%台であった。 

 性について知りたい項目を複数回答で聞い

た結果、表 6 のように、男女ともに「知りた

いことは特になし」が一番多く、男子の 50.4%

と女子の 34.9%を占め、次いで「異性の心理」

が、男子 20.4%、女子 26.5%を占める。これら

の項目は男女間に有意差（p<0.001）が見られ

る。 

 性に関する情報源を複数回答で聞いた結果、

表７のように、実際の情報源としては、男女

ともに「同性の友人」が一番多く（男子 45.7%、

女子 46.4%）、次いで「先生や授業」（女子 38.7%、

男子 26.0%）をあげるが、男子は「特にない」

（27.2%）が２番目にきており、男子の先輩も

上位を占める。間接的な情報源を男女で比較

すると、男子は「インターネット」が女子よ

り、女子は「漫画や雑誌」と「小説」が男子

より有意に多かった。また、性についての相

談相手は、情報源と同様「同性の友人」が最

も高かった（男子 31.3% 、女子 48.5%）。女子

では、「母親」（36.1%）と 「保健室の先生」

（18.9%）も相談相手として多くあげられた。

「相談したくない」は男子が 46.1% 女子が

18.6%もいたことが注目される。これらの項目

の大部分が、男女間で有意差（p<0.001）が認

められる。 

 

３．Study3 の結果 

 保護者調査の回答者は女性 90.8%、男性

8.7%であった。「子どもの性」に関する関心を

４段階評定で聞いたところ、「かなり関心があ

る」と「やや関心がある」を合わせると最も

多くの親が関心を持っていたのは、「子どもの

交際」（85.9%）「子どもの思春期の身体の変化」

(85.4%)で、次に「子どもが性犯罪の被害者に

なること」（80.9%）「性情報の氾濫」(79.9%)

についてである。最も関心の度合いが低い「子

どもの射精の対処方法」でも、53.6%で、それ

以外の子どもの性に関する問題については、

いずれの項目についても、60%以上の高い関心

を示した。表 8 にみられるように、子どもの

性別による親の関心度を見ると、女子をもつ

親は男子をもつ親に比べ、「月経の対処方法」

と「性犯罪の被害者になること」「子どもの妊

娠」への関心が特に有意に高く、男子をもつ

親は「射精の対処方法」が特に有意に高いこ

とが示されている。 

 また、保護者の考える家庭と中学校で教え

るべき性教育の内容については、表 9 に見ら

れるように学校、家庭とも 50%を超えた項目

は「いのちの尊さ」「自分と相手を大事にする

交際のあり方」「妊娠・生命の誕生」だけであ

る。学校よりも家庭で教えるとする保護者の

多かった項目は、「おりもの」「月経」「いのち

の尊さ」などで、伝統的な女子の初経教育と

生命と人権の尊重という理念的項目であった。

中学校で教えるべきと考える保護者の方が多

かった内容は、二次性徴、生殖のしくみ、性

行動とそれへの対処、避妊と性感染症など多

岐にわたっていた。さらに、保護者からは学

校、家庭のどちらの場でもその必要性が低く

位置づけられていたものに、「射精」「自慰」

「低用量ピル」「さまざまな性」などがある。

保護者の性別にみると、これらの必要性の認

識が低い項目のうち「射精」「自慰」について

は、家庭で教えるべきと考えている男性は女

性よりも、有意に多く、少数ではあるが、男

性の方が、家庭で「射精」「自慰」を教えるこ

との必要性を感じていた。 

 実際に自分の子どもに家庭で教えている内

容と、中学校で指導してほしい内容について

記述で回答を求めたところ、女子に関しては

大部分の保護者が家庭で月経について実際に

教えているが、男子には射精について、ほと

んど教えていない。男子に中学校で指導して

ほしい内容として最も多いのが、「いのちの尊

さ」で、ついで「妊娠・生命の誕生」「性感染

症」「男女交際」「避妊法」などと続くが、女

子より男子への教育・指導がより期待されて 
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いる。 

 中学校の性教育に対する保護者の関心を尋

ねたところ、性教育に関するお知らせを「よ

く読む」のは、44.6%で、「さっと読む」が 

52.0% 、「読まない」が 2.1%であった。授業

参観や講演会に「積極的に行く」のは、11.6%

～14.7%で、両者とも「都合がつけば行く」が

約 71%を占めた。 

 

Ⅳ 考察 

１．Study1,2,3 の考察から得られた知見 

 Study1 の結果から次のようなことが考察

された。 

 何らかの年間計画を持っている学校が 70%

を超えており、作成していない学校より３学

年の合計時間数が平均３時間近くと、有意に

多かったということは、性教育の年間計画の

作成は、それに応じた性教育の時間を確保す

ることに繋がるということを示唆している。 

EU 加盟国にノルウエーを加えた国の多くが

性教育は必修で、半数以上はミニマム・スタ

ンダードがあるというのとは異なり（Parker, 

Wellings, and Lazarus 2009）、日本では性教

育は全教科で取り上げることになっているが、

必修としてミニマム・スタンダードが決まっ

ている訳ではない。したがって、各学校の自

由裁量にまかされている年間計画の作成は性

教育の実施にとって大きな意味をもち、その

有無は、学校で行われる性教育の質を判断す

るひとつのメルクマールになりうる。 

 しかし、年間計画の有無にかかわらず、３

学年で確保された時間数は平均 9.19 時間で

あり、2006 年時、フィンランドの基礎学校 7

～9学年における性教育の合計時間17.3時間

の半分にしかあたらない（Kontula 2008）。フ

ランスでは、教育省が中等学校生(12-14 歳)

に、2 時間の必修の性教育を実施し、中等学

校の期間に健康教育のワークショップに 20

～40 時間の出席を義務づけている。こうする

ことで、若者の性教育を受ける権利を擁護す

るという( Weaver, Smith, and Kippax 2005)。

また、性教育が最も良く行われ、若者の性的

健康の結果も良好であるオランダでは

（Weaver, Smith, and Kippax 2005）、性教育

は必修ではあるがミニマム・スタンダードが

あるわけではなく（Parker, Wellings, and 

Lazarus 2009、表２）、生物などを中心とした

既存教科と一体化して進められている

(Weaver, Smith, and Kippax 2005  p 174)。

オランダの中等学校（11-18 歳）で行われて

いる性教育プログラムと教材の分析によれば、

その内容は包括的なもので、かなり多くの時

間を当てていることが推測される（Ferguson, 

Vanwesenbeeck, and Knijin 2008）。これらの

国々と比べた場合、日本の性教育の時間はか

なり少ないと考えられる。 

 先行研究によれば、ヨーロッパの多くの

国々では、性教育は生物の授業で扱われるの

で、健康に関連した側面に重点をおいており、

個人的な関係性に関する部分は弱いと指摘さ

れ、性教育担当者としても指定された教師、

通常は生物の教師が多くを占め、次いで健康

専門職へと続くことが知られる（Parker, 

Wellings, and Lazarus 2009）。これに比べ、

私たちの調査では、性教育が取り扱われてい

る教科として最も多いのが保健体育であり、

その担当者としても保健体育の教師が最も多

く、理科の教師は全体の１割を占めるだけで

ある。これは、性教育関連事項を比較的多く

取り扱っている教科が保健体育であることや、

性教育バッシング以降、中学校の理科でのヒ

トの生殖等に関する授業が抑制されているこ

とも関係していると思われる。このように、

担当科目や担当者はヨーロッパの主な傾向と

異なるが、内容は２次性徴や生殖、性感染症

に集中しているという点で、共通性が見られ

る。 

 しかし、年間計画をもち、学校全体で性教

育に取り組もうとしている学校では、クラス

担任が学級活動や道徳教育で性教育を担当す

る機会が増え、性教育の担当者として最も多

いのが、国語、数学、社会科などの多様な教
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科担当者から構成される担任教諭で、保健体

育の教師の比重が減少する。担任教諭による

性教育は、性行動における自己決定権や相手

との対等、平等性を含む関係性の問題、性情

報に関するメディア・リテラシーの問題にま

でその内容が広げられていることが明らかと

なった。 

 性教育の推進要因としてあげられた学校内

での「共通理解」と「職員研修」は、年間計

画有りの学校の方が有意に高かったが、これ

は、性教育に関する年間計画を作成すること

自体が一定の「共通理解」と「職員研修」を

必要としているからであると考えられる。し

かし、年間計画の有無にかかわらず、性教育

を必要とする子どもの実態は大きな推進要因

であることが示唆された。 

 Study2 の結果から次のようなことが考察

された。 

 まず、全 26 項目の平均正答率が男女とも低

く、“わからない”と回答するものが多かった

ことが特徴的である。さらに、自己の性に関

する身体の構造や形態については、正答率が

50%を超えたが、自己の性に関することでも

「射精」や「自慰」「勃起」、妊娠に関係する

「月経周期」等の性機能や生理的な現象につ

いては、正確な知識が欠けていることが示さ

れた。さらに、中絶、避妊も含む生殖に関わ

る事項についての科学的な知識や理解も不十

分であることが明らかになった。 

 この点に関連して、イギリスで、12-14 歳

児に対して行われた同種の質問紙調査

（Westwood and Mullan 2006）では、全 27

問中 14 問以上の正答数（正答率 51.8%以上）

の者が、私たちの調査対象年齢の 10 学年（14

歳）では 83％であり、20 問以上の正答数（正

答率 74%以上）の者が 29%もいた。さらに、2006

年にフィンランドで行われた同種の性知識調

査での全項目平均の正答率は男子が 64.4% 

女子が 73.5%というもので、いずれも、日本

に比べ、かなり高得点であった（Kontula 

2008; Kontula and Merilainen 2007）。これ

らの調査項目と方法が全く同じではないので

単純な比較はできないが、両国と比べた場合、

日本の子どもたちが性的健康に関する知識を

十分獲得できていないことは明らかである。

この原因の一つとして、現行の検定教科書で

は、中絶や避妊に関しては取り上げていない

という点が考えられる。つまり、性教育に熱

心な教員に出会った生徒以外は、学校でそれ

らの事項を学習する機会はほとんどないとい

うことである。しかし、「月経周期」や「排卵」

については、ほとんどの教科書で記載されて

いるので、十分時間をとって教えたかなどの

ような、それとは違った理由が隠されている

可能性がある。 

 情報源と知りたいことに関して、イギリス

の 14 歳～16 歳の男子を対象とした先行研究

（Buston and Wight 2006）では、男子の多く

は学校の性教育を有益な情報源としてあげ、

一番関心が高いのは、「女子が性について何を

考えているか」と「コンドームの使い方」で

あることなどを指摘している。これと比べる

と今回の調査では、情報源については、男女

とも同性の友人の他に「先生や授業」をあげ

ており、同じような傾向を示したが、知りた

い項目で、全く違うのは「特になし」とする

ものの割合が男女とも最も多いことで、全般

的に強く知りたいことがそれほどないという

特徴がある。 Buston らの研究で指摘された

「女子が性について何を考えているか」に近

いと思われる「異性の心理」が男女とも、具

体的に知りたいことの上位に来ているが、「コ

ンドーム」については、それほど関心を示し

ていない。 

 知りたい事項として 20%を超えた「自分と

相手を大事にするデートの方法」などの関係

性に関するテーマは、この時期の子どもたち

の関心事であると同時に、性教育の年間計画

有りの学校では、これらのテーマも取り上げ

ており、子どもたちにその内容が性教育とし

て認知されている可能性が高いということが

考えられる。情報源としては、女子の場合、
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漫画や雑誌も 30%と多いが、ポルノグラフィ

ーに関わる情報を流す可能性のある携帯サイ

ト、ビデオは数％であり、インターネットで

も男子が 10.5%を占めるだけである。これは、

中学生の性交経験者がまだ、数％であるとい

う子どもたちの現状を反映しているのではな

いかと考えられる。 

 相談したい相手の項目も含めると、男子全

体の半数前後が、性について知ることや、相

談したい相手を持ちたがらない、いわば、性

教育に否定的な姿勢を示しているとも取れる

結果である。この点と関わって、先行研究で

は、女子は男子より親と会話を持ちやすく

（Stattin and Kerr 2000）、そして、特に母

親は息子より娘と性的な話題を議論しやすく

（ Ackard and Neumark- Sztainer 2001; 

Dilorio et al. 2000）、男子は大人や特別に

信頼できる大人、家族を抜きにして性とセク

シュアリティについて学ぶ(Measor 2004 )と

いうことを明らかにしている。また、

Measor(2004)は、男子にとってのポルノグラ

フィーの重要性に注目した興味深い分析をし

ている。つまり、性行為の場面では男子がリ

ードするという暗黙の社会規範があるため、

男子は性行為自体をより詳しく具体的に知っ

ておく必要があると言う。そして、そのよう

な情報を提供しない学校の性教育に対しては

抵抗すると指摘する。これらの研究で指摘さ

れる、女子は母親に相談しやすいという点は

私たちの調査でも同じである。 

 しかし、日本の男子は、「誰にも相談したく

ない」と「同性の友人」の次に、父親 8.6%、

男子の先輩 7.2%、母親 7.1%の順であげており、

相談しようと考えている男子の場合は、友人

の次に父親や母親をあげているという点で、

Measor の知見とはやや異なっている。また、

Powell(2008)のイギリスにおける 12-19 歳児

（平均 13.9 歳）を対象とした研究では、非公

式な情報源と相談相手という中から、男子が

父親を選んだ割合は母親と同率の 17%である

(Powell 2008）。これらの知見から見て、働き

かけによっては、もっと男子が父親に情報と

助言を求める可能性があると私たちのデータ

を捉えるのか、あるいは、成長した 1-2 年後

には Measor の指摘するような変化が起き、ポ

ルノグラフィーを重要な教材とするようにな

るかと言う点は、今の段階では明らかではな

い。 

 Study3 の結果から次のようなことが考察

された。 

 保護者は子どもの性に関する問題について、

「射精の対処方法」をのぞいて、いずれの項

目も 60%以上の高い関心を持っていた。「射精

の対処方法」への関心が若干低いのは、保護

者の 90%が女性であることも関係していると

思われる。しかし、子どもの性別による親の

関心度では、親の関心は子どもの性に応じて

有意に異なり、男子を持つ親は男子の性的発

達に相応の関心を寄せていると言える。 

 また、保護者が家庭よりも学校で教えるべ

きとした性教育の内容は、多岐にわたってい

たが、特に、道徳的なしつけ教育では済まさ

れない、生理学的な性知識や性情報、性行動

への対処などが必要とされる分野である。保

護者はこのような分野は学校で教える方が適

していると考えている事が伺われる。この点

に関して、ギリシャでは、学校は性教育を提

供する場所として、不適当であると、80%の親

（回答者の 87%が女性）が考えており、性教

育担当者として、教師や医師よりは、性教育

の専門団体と学校心理士を選択するという

（Kirana et al.2007)。 これとくらべると、

日本の保護者は、学校と教師に多くのことを

期待していると考えられる。中学校で指導し

てほしい内容についての自由記述の多くが、

女子より男子への教育・指導を期待していた

が、その内容には、検定教科書では扱ってい

ない避妊も含まれていたことも注目される。

しかし、女子の月経に相当する男子の射精に

関しては、男子をもつ親に、一定の関心はあ

っても、実際に家庭ではほとんど教えておら

ず、学校で教えてほしい内容としても低いラ
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ンクにある。これらのデータから、男子は思

春期の身体の変化に不案内なまま、成長、発

達しているのではないかと推察される。 

 

２．３つの調査を通して考察される日本の中

学校における性教育の特徴と課題 

 第一に、なぜ、子どもたちの生理学的、解

剖学的な性知識に関する正答率は低いのだろ

うか。これには、まず、性教育の時間数の少

なさが、関係していると思われる。それでは、

なぜ、時間がとれないかが次に問題になる。

性教育が特定の教科で行われることにはなっ

ておらず、性教育のミニマム・スタンダード

がない中で、性教育の意義を認める管理職や

性教育を実践できる力のある教員の存在ある

いは、すべての学校に常勤で配置されている

養護教諭の働き方が、時間確保の鍵を握る。

ちなみに、養護教諭とは子どもたちの健康保

持、増進のための職務を担当する医学的知識

と看護学的知識を持つ教員で、教員免許を必

要とする。このような性教育に積極的な人材

に恵まれた学校では、年間計画作成のための

体制が組みやすく、性教育の年間計画を作成

しやすい。つまり、これらの条件をどのよう

に作るかが大きな課題になる。まずは、管理

職も含めた全教員の性教育に対する理解と実

践力向上のための研修が必要となろう。また、

年間計画を主に作成しているのは養護教諭で

あり、学外の研修にも最も多く参加している

ので、学内での性情報の提供と研究会の組織

や学外の関連機関との連絡等における彼らの

コーディネイターとしての役割を重視し、十

分に活用する必要が認められる。 

 さらに、現在、生理学的、解剖学的な性知

識の大部分を保健体育の教科だけで取り上げ

ており、内容にも制限があるが、それが、生

徒知識調査の結果にも影響しているのではな

いかという点である。今回の調査では、性教

育バッシング派の攻撃とは反対に、一般に多

くの中学校では、基礎的な生理学的、解剖学

的性知識教育が不十分であることを推測させ

るものになった。WHO や WAS （性の健康世界

学会）が提唱しているような包括的な性教育

を実施していくためには、性教育をどの教科

で取り上げるかを、内容構成の検討と合わせ

て行う必要がある。この点で、生物学中心に

進めてきたヨーロッパの国の例が参考になる

と思われる。例えば、フィンランドでは、生

物学の一分野として人間生物学があり、中学

校でも、人間の生殖機能や遺伝についても詳

しく取り上げられ、健康教育の教科書では、

この他に避妊や性感染症、コンドームの装着

法なども触れられている（橋本紀子 2006）。

イギリスでは、1994 年以降、ヒトの生殖に関

する知識を含むサイエンスが必修とされ、性

をめぐる考えや行動などの人権としての性や

関係性など社会的な側面も担う教科として

P.S.H.E(Personal Social Health Education)

が選択科目で置かれてきた(小宮明彦 2006, 

広瀬裕子 2009)。このように性教育に関わる

両国の教育課程の編成とその内容は日本と大

きく異なっており、ここから学ぶことは多い

と考えられる。少なくとも、子どもたちの性

的健康を守るために必要な知識や情報、スキ

ルに対する制限をできるだけ、取り除いてい

く必要がある。そのうえで、理科の教員や養

護教諭など、生物学、医学・看護学の基礎的

知識を教員養成課程でより多く受けている教

員の活用や保健体育の教員の研修の強化など

が課題となろう。 

 学級担任を中心に進めてきた、子どもたち

の生活場面に関わる人権としての性や関係性、

社会における性などのテーマに関する研修も

合わせて重要な課題である。先行文献では、

セクシュアルマイノリティの子どもたちが学

校における性教育を有用ではないと指摘して

いると報告しているが（Hillier and Mitchell 

2008) 、今回の調査でも、性教育として学校

が取り上げる割合が 10%以下で、親たちも、

その必要性を最も低く捉えていたのが「さま

ざまな性」であった。しかし、包括的な性教

育というならば、セクシュアルマイノリティ
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の子どもたちの要求も含めた教育と研修が今

後、ますます、必要になると思われる。 

 第二に、子どもの性や性教育に対する反応

と親の学校への期待とをどのように見るかと

いう問題である。性について知りたいことが

特になく、誰にも相談したくないという男子

が多くいたが、14-15 歳の男子の性的発達が

女子より遅れているからという理由もあるだ

ろう。私たちの調査対象者の約過半数が中学

２年生（13-14 歳）であり、15 歳といっても、

高校生になる前の中学生の多くは、性交経験

率の低さに現されているように、まだ、具体

的な性行動をすべきではないと考えている。

この時期、年齢が少し違うだけで違った意見

になることは、たとえば、イギリスの 16～17

歳の男子を対象とした研究（Hilton 2007） で

も、男子生徒は、SRE(Sex and Relationship 

Education)で、感情、性愛、性的テクニック、

性感染症、ポルノグラフィーの影響等につい

て、もっと、早くから学習したいと主張する

ことを報告しており、14～16 歳児を対象とし

た Buston らの研究の知見とはやや異なって

いる。 

 また、私たちの調査が個別インタビューで

はなく質問紙調査であったことによる限界も

考えられる。しかし、男子の何人かは父親に

相談したいとしていること、また、親のデー

タからは父親の方が「射精の対処法」は家庭

で教えるべきとする点で母親より有意に高か

った。ここから、もっと、父親が男子の性的

発達に関心をもち相談にのれるようになるこ

とで、この時期の男子の性的健康度を高める

ことができると考えられる。しかし、性につ

いて知りたいことが特になく、情報源もなく、

相談もしたくないとする男子が 27～50%前後

いるということに関する考察を深めるために

は、今後、さらなる研究が必要とされる。 

さらに、母親は子どもの健全な性的発達のた

めに、学校の性教育に多くを期待しているこ

とが明らかになったが、これは、日本では伝

統的に学校が生活指導的な側面も含めて教育

してきたという歴史があり、その流れで、性

教育に関しても学校への期待が表明されてい

ると考えられる。このような、一般的な保護

者の特徴をふまえると、子どもたちの性的発

達に関わる情報交換や最新の性情報、性知識

などが学べる交流会や講演会のような企画を、

父親も含めた親の参加しやすい時間帯に設定

することが、子どもの性的健康増進のために

は有効と思われる。 

 

本研究は、日本学術振興会科学研究費「10 代

の性感染症急増下の日本における性教育の実

態と課題に関する研究」（研究代表者：橋本紀

子、2006-08 年度、課題番号 18330172）の援

助によるものである。 

なお、英語による原文は“Sex Education” 12, 

no.1(2012)に掲載されている。 
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